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研究成果の概要（和文）：成熟経済社会化の進んだ日本の経済経営政策は、未だに良好な経済成長の期待される
欧米や新興国とは大きく違いうる。主要シンクタンクがこぞって長期成長率０～1％を予想し、新規エクイティ
ファイナンスが期待されない以上、投資家の保護優遇は他のステークホールダーの付加価値の犠牲を引き起こし
かねない。そこで本研究では、従来の損益計算書に代わり、付加価値分配計算書を開発し、ここでの計算を基礎
とした「付加価値の適正分配経営（DS経営）」を提唱した。DS経営は「新しい資本主義」政策の中でも中心を占
める分配と成長の好循環に貢献するものとして、経団連、関経連、日本生産性本部、連合などの講演等を通じて
普及が図られている。

研究成果の概要（英文）：Economic policies under mature economy can be radically different from the 
ones in growth economies. Unlike major Western and developing countries, Japan suffers from a 
structural stagnation where major think-tanks’consensus growth rate is near zero, which further 
undermines investors' willingness to invest. If, under this condition, the government promote 
investor protections in such ways Western and developing countries usually expect, the other 
stakeholders such as directors, workers and the government can suffer to give up their fair share of
 the value-added. This research proposed to develop the“Distribution Statement (of Value-added)” 
to supplement the traditional Profit and Loss Statement, which is hoped to promote fair distribution
 of value-added among major stakeholders. The proposal has been well accepted by the major economic 
associations such as Keidanren, Kankeiren and Rengo, which is believed to have supported Kishida 
Administration’s New Form of Capitalism Policy.

研究分野： 経済社会制度設計

キーワード： 応用制度設計　成熟経済社会　付加価値の適正分配　新しい資本主義　株主第一主義　ナッジ　ステー
クホールダー主義　経済学の哲学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
従来、利益最大化はそれを実現するための投資拡大に支えられて、国民経済の健全な発展に寄与するものと考え
られてきた。金融商品取引法や公認会計士法が第１条で投資家の保護を目的とするのはそのためである。しかし
英米や新興国と異なり構造的な成熟経済化に伴い新規エクイティファイナンスが発現しない環境で従来通りの投
資家保護を進めれば、利益最大化は従業員給与や投資の削減を引き起こしかねない。そこで本研究は「損益計算
書」に代わり（或いは加え）「付加価値分配計算書」を導入することで、ステークホールダー間で付加価値が適
正に分配される経営を提言し、主要経済団体や労働組合での検討を通し導入が検討されるに至っている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
財務会計学や会計・経済統計制度を概観すると、認識・測定・表示の中立性や客観性、真実性、
公正性という言語が中心的な地位を占めており、いわゆる写実主義 Representationism が支配
的な状況を体現している。実学としてそうした真実性を前提として現実社会の要求に応えなけ
ればならい事情は了解するものの、科学哲学の観点からは驚くべき「無垢 (naivety)」の上に存
立する学術分野として揶揄されかねない。そうした伝統は、例えば a)「公正価値会計」という
レトリックのもとに、実は特定のステークホールダーの便宜が優先されるような「静かな革命」
を黙認しかねない（Suzuki, 2012a）。或いは b) 原発や自然環境という認識や測定が極めて困難
な対象にも客観的なディスクロージャーを求めるがゆえに、説明責任の押し付け合いが観察さ
れる。更には c) 創造性や社会構築主義（Social Constructivism）の可能性を蔑ろにしてきたた
めに学術論題の閉塞感を生み博士号学生数の減少を招くなどの弊害も懸念されてきた。 
 
本研究の最も根本にある学術上・教育上の背景には企業経営や経済実態のアカウンティングや
ディスクロージャーを過度の写実主義から解放し、本来の創造性を回復することで、より良い社
会や経済を構築する役割を普及・促進することにある。こうした試みは 1980 年代から国際的ト
ップジャーナル Accounting, Organization and Society 誌等で展開されたが、論題が極めて抽
象的であったり歴史的事象の分析にとどまることが多く、現代社会における意義を周知させる
には至っていない。そうしたコンテキストの中、我々は社会構築学的会計の可能性を現代社会に
おける最も緊要な課題である持続的な発展・サステナビリティとの関係で明らかにしてゆく必
要を認識した。アカウンティングは経済・経営のリンガフランカとして広く受容されている分、
この制度に小さな変更を加えるだけでも、全球的な変化が起こりうる、そうした可能性を追求す
べく研究を始めた。 
 
２．研究の目的 
 
社会構築主義会計や制度設計経済学は、現実の写実よりは、望ましく新たな経済現象・制度を創
造する条件や過程の解明に努める。例えば 2013 年にインドで法制化された One Additional 
Line (OAL) は損益計算書に「CSR 費用を追加的に１行表示」させるだけで、経営者、投資家、
メディアのインセンティブを自律的に統制し、市場原理としてよりサステナブルな経済発展が
達成される可能性を示した。これはメカニズムデザインと実験経済学を援用した斬新で効果・効
率的な政策イノベーションとして国際的な注目を集めつつある。しかし、その政治的センシティ
ビティのために公開には至らず学術的研究は今後の幅広い学際的な吟味に委ねられている。 
 
本研究はこのような新しい発想の会計を社会哲学、フューチャー・デザイン、環境・サステナビ
リティ会計および現行諸制度の中で検討し、実効性ある全球的な持続的発展のためのナッジと
して構築する可能性を探求した。特に、今般、新興国よりは、日本のような成熟経済社会におけ
る新たな経済・経営の運営方法に影響する新しいアカウンティングの開発に努めた。従来の通り、
主として投資家の利益追求のための計算書類である「損益計算書」を中心とした経営・経済を継
続したままで、成熟経済社会を迎えた日本のサステナビリティが維持されうるのか批判的に検
討した。また「損益計算書」に代わる（或いは加える）べき計算書（例えば付加価値分配計算書）
の開発を試み、その効果を実験やシミュレーションを用いて検討することとした。更に、そうし
た知見の蓄積を続けながら、実務での実装・応用に向けて準備を進めることを目標とした。 
 
３．研究の方法 
 
全体の流れとして、まず（１）先行研究の批判的検討と、広く関連する事象やデータの収集に努
めた。コロナ禍の影響もあり国際的な調査の展開が期待されなくなったために、国内の調査に注
力するようシフトした。政府・省庁・政治家に関しては自由民主党幹部の協力を取り付け内閣府、
財務省、経済産業省、金融庁、厚生労働相らの職員とデータや意見の交換を進め、「失われた 30
年」と表現される環境の分析に努めた。企業側では関西経済連合会、経団連、日本生産性本部の
協力を得て多くの企業経営者及び経営企画・財務担当者に対する聞き取り調査やアンケート調
査を展開し、企業の抱える課題の取りまとめに努めた。労働者側では連合（芳野友子会長）の下
で多くの大手・準大手労組において講演や勉強会を通じてデータや意見の収集を図った。公認会
計士に関しては日本公認会計士協会（茂木哲也会長・手塚正彦前会長）の協力もあり同協会の研
修や、大手監査法人における講演等を通じてデータや意見の収集を図った。投資家・アナリスト
側に関しては公表データベースを基礎とするアンケート調査や主要証券会社の主催するセミナ
ーや講演会を通して意見を聴取した。 
 



（２）そうしたデータを分析した結果、国内外のマクロ的な構造変化に起因する収益停滞が続く
中、コーポレートアバナンスコードの強化を通じた伝統的な利益最大化は、役員報酬や従業員給
与、設備投資、研究開発投資を抑制しているとの仮説が生成され、次いで統計的な実証に向けて
準備を始めた。 
 
（３）同時に、利益最大化経営に代わる新たな経営として「付加価値の適正分配経営」が推進さ
れるよう、ナッジとして「付加価値分配計算書」を開発し Web サイトで無料公開した（https://ds-
simulator.com）。Web サイトや SNS 上での周知を経て、全ての上場会社でトライアルが可能な状
態にした。各企業における過去の資本政策と株価の関係を明瞭にした上で、将来の経営をシミュ
レーションすることでデータの蓄積に努めた。いくつかのプライム市場上場会社とは経営トッ
プを含む役員らと実装に向けてのコンサルテーションを繰返した。上場準備中の企業の中にも
株主のための利益最大化や企業価値の最大化を目的とするのではなく、付加価値の増大と適正
分配を目標とすることを宣言して上場を試みる会社も現れており、こうした企業群からのデー
タを蓄積しつつ継続的に研究を進めている。 
 
４．研究成果 
 
物理的な研究成果として、まず『成熟経済・社会の持続可能な発展のためのディスクロージャー・
企業統治・市場に関する研究調査報告書 ＜四半期毎の開示制度の批判的検討を契機とする＞』
（2021 年 3 月）が挙げられる。本研究書（一般に「関経連レポート」とか「成熟経済社会レポ
ート」と呼ばれる）はその発表前後より現政権幹部及び官僚らから注目を集め「新しい資本主義」
政策の中心である「分配政策」の基礎を構成したものと考えられている。 
 
また政府討議資料『新しい資本主義政策（四半期開示見直し）首相補佐官 参考資料：「英国やフ
ランスでは義務付けが廃止になった後もほとんどの企業が四半期開示を続けている」（JPX 清田
瞭 CEO：日本経済新聞（2021/10/28）の報道）に関する実証（否定）』（2022 年 2 月 17 日）は、
前日に自由民主党企業会計小委員会に付された後、鈴木俊一財務大臣により四半期報告書の廃
止の方針が発表されるに至る重要なデータとして活用された。2023 年 11 月 20 日、四半期報告
書の廃止を含む「金融商品取引法等の一部を改正する法律」が原案どおり成立し、2024 年 4 月
1 日より施行されることとなった。四半期報告書の廃止は、短期利益最大化を戒め、付加価値の
適正分配を目指し、従業員給与や研究開発投資等持続的成長のための費用負担をネガティブな
ニュースからポジティブなニュースへ変換する試みの一つであった。同様に、有価証券報告書に、
男女賃金格差や女性管理職比率を公表する規則を実現し、女性活躍推進のナッジとしてのアカ
ウンティングも施行した。 
 
「関経連レポート」を機に数多くの雑誌記事や経済紙記事や書籍が発表され研究成果の周知・促
進が図られた。特に、『「新しい資本主義」のアカウンティング 「利益」に囚われた成熟経済社
会のアポリア』（中央経済社 2022）は、関経連レポートの内容を再検討するとともに一般市民や
政治家にも分かりやすく書き直したもので、多くの経営者や労働者の支持を得ている。先の 
https://ds-simulator.com と合わせて、付加価値の適正分配経営の実装に向けてモメンタムを
作り出した。2024 年の春闘では例えば芳野友子連合会長も「付加価値の適正分配」をキーワー
ドに運動を展開し、近年まれにみる高い賃上げを実現している。経団連大ホールでの講演「新し
い資本主義」における経営:株主利益偏重からの脱却に向けて‐適正分配経営の推進」（2023 年
4 月 25 日）や関西で年次最大の経済イベント関西財界セミナーでの講演「マルチステークホル
ダー資本主義をふまえたコーポレートガバナンス制度のあり方」（2024 年 2 月 8日）などを通じ
て適正分配経営の推進と持続的成長への好循環の追求が採択されている。 
 
全体として、研究機関 5年の内に、損益計算書を基本とする「利益最大化経営」に対する危惧や
それを代替しうる付加価値分配計算書を基本とする「付加価値の適正分配経営」に関する認知度
は飛躍的に改善した。これは想定以上の成果であったが、この変化は政治的・実務的な性格が強
く、その持続的発展に対する影響の注意深い分析や実証は未達である。また、コロナ禍の影響を
受け、20 年後に成熟経済社会を迎える中国やインドにおける研究は実施不能であったので、今
後こうした不足の点を補完する研究を遂行してゆく所存である。 
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 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

「新しい資本主義」とは何か　適正分配経営で賃金とwell-beingを改善する

「新しい資本主義のアカウンティング」付加価値の適正分配経営の促進

成熟経済下の資本主義とこれからの経営の在り方

『新しい資本主義』のコーポレートガバナンス：付加価値の適正分配経営の必要性

 ２．発表標題

 ２．発表標題



2023年

2024年

2023年

2023年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

日本会計教育研修機構　基調講演（招待講演）

自由民主党日本Well-being計画推進特別委員会（招待講演）

東京海上日動火災保険株式会社（招待講演）

 ３．学会等名

スズキトモ

スズキトモ

スズキトモ

スズキトモ

ウェルビーイング学会学術集会 基調講演（招待講演）

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

「新しい資本主義」とウェルビーイング推進 付加価値の適正分配政策と従業員持ち株制度

新しい資本主義における経営: 株主利益偏重からの脱却に向けて

ウェルビーイング促進の基礎としての 付加価値の適正分配経営　「利益」から「付加価値」へ

持続可能な成長をもたらす付加価値の適正分配経営

 １．発表者名

 １．発表者名



2023年

2023年

2023年

2023年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．学会等名
大和証券セミナー（招待講演）

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

三井不動産（招待講演）

スズキトモ

スズキトモ

スズキトモ

スズキトモ

日刊工業新聞社（招待講演）

日本公認会計士協会　組織内会計士研修会（招待講演）

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

新しい資本主義における経営: 株主利益偏重からの脱却に向けて

『新しい資本主義』下の経営：  中堅・中小企業へのインプリケーション ー

『新しい資本主義の下の適正分配経営： 公認会計士の役割』

新しい資本主義の下の 適正分配経営（DS経営）の推進

 １．発表者名

 １．発表者名

 ２．発表標題



2023年

2023年

2023年

2024年

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

JAM（招待講演）

JEC連合（招待講演）

UAゼンセン（招待講演）

スズキトモ

スズキトモ

スズキトモ

スズキトモ

関西財界セミナー（経済同友会・関西経済連合会）（招待講演）

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

新しい資本主義の下の 適正分配経営（DS経営）による 賃金とWell-beingの改善 新しいコーポレートガバナンス改革に向けて

『新しい資本主義』政策下の DS経営(適正分配経営)による 賃金とWell-beingの改善

『新しい資本主義』下の 適正分配経営（DS経営）による 賃金とWell-beingの改善

マルチステークホールダー資本主義を踏まえたコーポレートガバナンス制度の在り方

 ２．発表標題

 ２．発表標題



2023年

2023年

〔図書〕　計5件

2021年

2022年

関西経済連合会

中央経済社

315

271

スズキトモ

スズキトモ

 ２．出版社

 ２．出版社

 １．著者名

 １．著者名

 ４．発行年

 ４．発行年

公益社団法人 関西経済連合会 委託研究『 成熟経済・社会の持続可能な発展のためのディスクロー
ジャー・企業統治・市場に関する研究調査報告書 ＜四半期毎の開示制度の批判的検討を契機とする＞』

新しい資本主義のアカウンティング；「利益」成熟経済社会のアポリア（近刊）

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．書名

 ３．書名

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

早稲田大学産業経営研究所
 ３．学会等名

 ３．学会等名

大鹿智基

大鹿智基

国際会計研究学会第40回研究大会

 ４．発表年

 ４．発表年

研究グループ「非財務情報の開示と企業価値」中間報告

非財務情報と株式時価総額 －なぜ今ESG投資なのか－

 １．発表者名

 １．発表者名



2018年

2023年

2023年

〔産業財産権〕

〔その他〕
DS経営シミュレーター 
https://DS-simulator.com 
DSシミュレーター 
https://ds.allianceforum.org/ 
Yuri Biondi 
https://www.waseda.jp/inst/wias/other/2015/04/01/779/

同文舘出版

中央経済社

ミネルヴァ

320

271

206

 ４．発行年

國部克彦、中嶌道靖

大鹿智基

國部克彦

 ２．出版社

 ２．出版社

 ５．総ページ数

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

 ４．発行年

 ４．発行年

 ３．書名

マテリアルフローコスト会計の理論と実践

非財務情報の意思決定有用性 : 情報利用者による企業価値とサステナビリティの評価

企業の社会的責任の展開 －レスポンシビリティを組み込むために 責任という倫理－不安の時代に問うー

 ２．出版社

 ３．書名

 ３．書名

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数
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